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	　それでは、答申の最終案につき、区切りながら検討していくことにしたいと思います。それでは、まず、１の「横浜を取り巻く状況」について事務局よりご説明いただきたいと思います。

　【事務局より説明】
　文言の細かいところはご意見あるところはありましょうけれども、それはまた後で事務局にお伝えいただくということで、特に８ページの（３）まとめ　について、ご意見がありましたらお聞かせください。

　それでは１つ。ページ下に、注釈で公助・自助・共助の定義を与えているわけですけれども、これがここで与えてしまうことのよしあしがあると思うんです。特に共助というのがインフォーマルな相互扶助であるというふうに規定していることによって、これからその共助の部分というものをどういうふうに豊かにしていくかというテーマに対して、最初から少し足かせが加わっているような感じを持ってしまうので、私はここであまりその定義を与えないほうが後の議論が豊かになるんじゃないかと思いますので、ご一考いただければと思います。

　私もやや同じ意見でございまして、この報告書の全般を通して、最初からの議論もそうですが、共助のあり方と共助を強めていこうという強い意志が我々の中にありますので、それなりの表記がされればなと思います。

　そうすると、矢野委員も大江委員も固定的な観念を与えないほうがいいのではないかというご意見ですし、事務局のほう、それから私どもみんなで意見を議論してまいりましたけれども、ここに公助・自助・共助、ここに説明があるのは、文章の中だけで、これは、今回の答申は市民の方に直接お伝えするものではなくて、市長に対してお答え申し上げるというものですから、公助・自助・共助について意味合いをご存じない方はほとんどないだろうということも想定されるわけですけれども、そういう意味でいきますと、お二人の委員の方々のご意見をいただいて、ここでは記載しない、注を挙げないというご意見でよろしいでしょうか。事務局、何かご意見はございますか。

　特にございません。

　では、この定義はここでは削除するということにしておきたいと思います。

　ほかに、別な点でご意見はございませんでしょうか。

　欲を言えば、横浜市らしいまとめというのが何か特色のあることが書けるのかな、ないのかなという、このまとめだったらば、どこの一般的な大都市で書くとしても似たようなまとめになるのかなとも私は感じなくもないのです。じゃ、どんなふうに書くのかと言われると、具体的に今、こういうふうに書いたらということはちょっと言えないのですけれども、何か少し個性的ではないなという感じはありますね。それでは、一たんここで最初の「横浜を取り巻く状況」ということにつきましてはこういうことにいたしましょう。

　それでは、次は９ページ「横浜における福祉社会構築の方向性とは」、（１）「自助の領域のあるべき方向性」となりますが、ここからご説明をお願いいたします。

　【事務局より説明】
　ありがとうございました。

　この辺はかなり力を入れて議論したところかと思いますけれども、こういうまとめ方になっております。何かご意見がございましたらどうぞ。

　１１ページ【方向性②】健康づくりですが、今、担当課長からご説明したとおりなのですけれども、新しい中期経営計画の中でも１００万人の健康づくり戦略ということで、高齢者、予防も含めて健康づくりにかなり積極的にこの４年間で礎を築いていこうという決意で取り組みたいと思っております。
　それがポピュレーションアプローチの１つの方法だということですね。

　ええ、そういうことです。

　よろしいでしょうか。まず１点は、１０ページの一番下ですけれども、読んでいて違和感があって、保険・金融商品の開発、民間による資産活用、こうした民間のサービスを活用しながら経済的な活動が活性化されるよう、行政がバックアップしていく、これが何を具体的にイメージしながら書かれているのかがちょっとわからないです。もう１点は、１１ページのポピュレーションアプローチですけれども、これを通して何か次に言いたいことがあるのかなと思うとここで終わってしまっているので、どこにつながっていくものなのか教えていただければ。

　まず１点目について、経済活動に関して行政が直接的に何かサービスを提供していくということは、市場に任せておけば回る部分も行政が介入してしまうというところがあるかと思い、「民間による資産活用や家計防御策等を行政が支援する」ということで、行政が一歩引いたようなトーンにさせていただいております。ですので、視点②の４ポツ目もこういうトーンで書かせていただきまして、具体的にどういうバックアップなのかというところでいきますと、いろいろな策があると思いますが、例えば特区や規制緩和、あるいはその他いろいろな支援はあるかと思いますけれども、そこは必ずしも規制緩和なりと明示するのではなく、要は民間主体の活動をいかに行政がサポートするかということが重要である、そういうような書きぶりにさせていただいております。

　地方公共団体がバックアップして保険・金融商品を開発するということか、一体どういうことかよくわからなかったのです。例えば証券会社でやっていますけれども、ファイナンシャルプランナーみたいなものを積極的に、市民の立場から、どういうふうにポートフォリオを組んだらいいかとか、そういうことについての知識を中立的な立場から啓発していくということはあるかもしれないのですけれども、具体的に保険・金融商品の開発を行政が具体的バックアップするということはイメージができないので、要するに何をイメージしてこれを書かれているのかがよくわからないのです。特区といっても、有利になるようなものはすぐに思いつかなかったりします。何か意図しているのだろうなと読めてしまうので、その意図が何なのかが少しわかるようにしておいたほうがいいかなと思います。

　これは単純に、地域ケアプラザ等の今まで厳格な適用しかできていなかったようなところに、保険会社等が、高齢介護商品や医療関係の高齢者向け商品を説明したり、あるいはスポーツ関係のところがそういったことを実践したりできるように規制を緩和して、有効的に利用してもらうということではないのでしょうか。

　地域ケアプラザでそういうことをやっているのですか。

　いえ、やれるような下地を行政がつくっていくのも１つの方法じゃないかと。そういった商品、新たにこれから今、開発されつつあり、また開発するであろう、民間が純粋な形で高齢者向けにそういったサービスを開発するについて、それを紹介したり、わかりやすく提供したりする場面の１つを行政もバックアップしていくべきではないかというような内容ではないでしょうか。

　要するに、民間のサービスを大いに活用し、同時に行政がバックアップしていく方向で議論はしているわけです。大江委員がおっしゃるように、前段にこういうふうに規定しますと、何かつながりが悪いという感じもあります。この辺は、ちょっと保留いたしまして、受け入れしやすい、整合性のある文章として何を言いたいのかがはっきりするような書き方に、事務局のほうで改めてみてくださいませんか。

　それから、１つ上の４ポツ目でインターネットの共同購入は、インターネット事業者があって共同購入をするわけですけれども、例えば生協も、もともと共同購入なわけですよね。そういうところに対する政策的な介入というものが、具体的に政策、施策は何をやるのだということと、それが体系的に整合性を持ってされていることがイメージされていないと、書いておいたことがちょっと後で困ると思うのです。慎重に書いたほうがいいんじゃないかということで申し上げているのですが。

　矢野委員、いかがでございましょうか。ここのところは筆の運び方を少し修正してもらうよう、事務局にお願いするということでいかがでしょうか。

　ここは、視点②がそもそも「民間による資産活用や家計防御策を支援する」という書き方になっているんです。むしろ、こういう視点がそもそもいいのかという議論のほうが大事なのではと思います。

　確かにだれを支援するのかということがいま一つはっきりしないので、読み方によっては、人か事業者かがいま一つはっきりしないかなということはあるかもしれませんね。

　視点②の個人の資産活用や家計の防御策、もう少しいい言葉があるかもしれませんが、そういうものを民間が支援していくというこの方向性については、一応、議論は終わっているわけですよね。

　そうですね。多分、消費者保護行政との関連で、高齢者がだまされるケースが多いということを踏まえて、この持続可能な福祉社会では数千万円程度ならば資産を持つ高齢者は相当いらっしゃるわけで、そういう方がねらわれたリフォーム詐欺とかもあるわけです。そういうものや、いろいろな形の詐欺まがいのすれすれのものがいろいろな形で高齢者を標的としてなされており、今後も拡大するおそれもある。それに対する防御策という観点からの政策的介入はあり得ると思いますが、よりよい資産運用のために何か行政がバックアップするのはちょっと難しいのではないかと思います。資産をだまされて取られなければ、地域社会に対して有効に使われていく可能性も結果的に増えるわけですから、ここに少し、消費者保護的な観点を入れた支援の仕方について入れるのもいいのではないかと思います。

　いずれにしても、ここは少し書きかえてもらうことにしたいと思いますけれども、皆様ご意見はございますか。

　この視点②の書き方は、民間企業を支援するようにとられてしまう書き方だと思うのですが、言いたいことは、高齢者自身が資産活用をしたり、生活防御策を講じたり、その方策については行政ではなく民間事業者などがいろいろ提示しているので、行政はそれを支援していこうということを言いたいんだと思います。この誰が誰を支援するのかが、わかりにくくなってしまっているかもしれないですね。だから、視点さえおかしくなければ、書き方を変えたらいかがかと思います。

　ここは自助の領域ですので、行政はかなり引かなきゃいけないという認識の中で、先般も矢野委員から、あまり個々の家計の話をするのは僭越じゃないかというお話をいただいているので、その全体の仕組みづくりのようなものを行政としてもバックアップすることでこういう表現になってしまったのですが、大変わかりにくいので、少し直させていただきたいと思います。
　また、視点②の２点目「商店街と連携をし」という一文です。これも事例としてでしょうけれど、大江委員がおっしゃったように、先々施策にしていくときに、果たしてこれがこういう形でできるのかというと、これは決して商店街振興の視点ではなくて、生活者支援の視点の中で商店街がどういう役割を地域で担えるかというところだと思うのです。おそらく今、市内の商店街でもよほど体力があるところでない限り、こういった商品開発や物事を生み出すことは非常に難しいと実感しております。むしろ商店街を支援をしてあげてもなかなか健全に回っていない中で、こういう商品開発や消費者とのかかわりみたいなところが、具体的にわからないということがあります。

　ほかにはございますか。よろしいでしょうか。

　それでは、要するにこれは自助ですから、横浜市民が自分の力で、より自立的に暮らしていけるようにどういうふうにバックアップしていくかということについて書いてあるわけです。たくさんのことを書いてありますので、あたかも民間事業者を支援するような、そういうニュアンスにとれるところもなくはないというご意見もございました。ここのところは整理して、改めた文章を皆様にお諮りするということにしたいと思いますけれども、それでご了解いただけますでしょうか。

　民間の動向について、これからまた急激にこういった分野は変化し、開発も進むんだろうと思いますので、横浜市としてはそれを把握して、フォローして、健全な方向で各市民がそれを享受できるようなことを考えたいというようなことで表現なさったらいかがでしょうかね。

　そうですね。今、いいお言葉を使ってくださいました。そのようなトーンに書き直していくということでお願いしたいと思います。

　そういう観点としては、要するに、ちゃんと地域でお金を使ってくれる、高齢者が不安だからとお金をため込んでいて、そして何かちょっと優しい言葉でだまされてしまうようなものじゃなくて、ある種、健全な消費をしてくださると、先ほどの雇用や、地域社会に対してのプラスが非常にあると思うんです。

　でも、安心してお金を使うということに関して、どういう形で消費面における信頼や安心を確保するとそういった循環が出てくるのか、ということを何か少し思想的に書いておいたほうがいいんじゃないかと思うんです。個別具体的なものよりは、そのほうが私はいいんじゃないかなと思います。そうでないと、リバースモーゲージにしても、商店街振興にしても、インターネットの共同購入にしても、この最後のものにしても、個別のものを考えていったときに、すぐに壁に突き当たってしまうような感じがするので、自助をどうバックアップするかということに関するもう少し概念的なレベルでの書き込みが必要で、そこを充実すると、展開もしやすいのでは、という感じがします。

　まさにそのとおりだと思います。４つ項目がありますけれども、ばらして言葉で整理し直してみると、何を言いたいのかということがはっきりしてくると思います。あくまでも横浜市民がより健康で自立的に暮らしていく、その方法として整理してみるというような書き方に直していただけませんでしょうか。皆様、ご了解いただければ、ここのところはそういう整理を事務局にもう一遍お願いして、文章で皆様にお示しいただくというとこで、お願いいたします。

　【方向性②】視点②でポピュレーションアプローチとハイリスクアプローチを、なぜここに入れたのかという２つ目のご質問をいただいておりました。これは今回この健康づくりの関係につきましては、自助の領域の部分ではあるんですけれども、公的なそういう仕組みづくりはしっかりとやっていかないといけないとして、あえてこの部分については非常に重要だという観点から入れさせていただきました。例えば市の市民健康ポイント制度も、おそらくポピュレーションアプローチの分野に入ってくるのかなとは考えているのですけれども、そういった介護予防的な部分をしっかりと組み合わせてやっていくことが重要と考え、また次の公助の領域の部分でも若干触れているところがありますので、そこにつなげていければと考えて、あえてこちらに入れたところでございます。

　私も読み直してみると、例えば下から２行目、「施策を事業効果が最大となるようバランスよく組み合わせて実施していくことが重要」は、行政の立場で書いているんですよね。だから、そういう「組み合わせを有効に活用しながら努力をしていくような働きかけが必要である」という書き方になりましょうね。

　それでは、次に行ってもよろしいでしょうか。次は１２ページの（２）「共助の領域のあるべき方向性」でございます。ご説明をお願いします。

　【事務局より説明】
　１５ページの視点①の２行目「コミュニティ支援、家族支援という運動の芽を摘まないように、なるべくそれを奨励して」ですが、芽を摘むなどというマイナスの阻害要因が今まであったのでしょうか。もし、横浜にそういう事実がないのであれば、「家族支援という運動を一層奨励して」というような表記がいいのではないか、このマイナスの表記は必要がないのではないか、と思います。

　どこのポイントになるのか、全体にかかってくるのかもしれないのですが、１２ページ【方向性①】視点①の中に、「地域活動＝ボランティアというのではなく」という一文があるんですが、これは非常に大切なところだと思っているのです。細かい話をすると、地域通貨というのは、実はいま国内であまり成功事例が聞かれないので、私も詳細には把握していないんですが、そこが１つひっかかりました。また、２０代のときに起業した人が病児保育をやっているNPO法人「フローレンス」はいい例だと思うんですけれども、特に大都市のコミュニティビジネスの事例は、生活支援など福祉系支援の事例が圧倒的に多い。このこともかんがみると、全体的に地域活動をなりわいとしていくような動き、いわゆるコミュニティビジネスやソーシャルビジネス等を強く打ち出していくことも必要かなという気はします。
　それでは、最初にご提案のございました視点①の２項目目です。「地域活動＝ボランティアというのではなく、地域通貨を活用するなど」と書かれておりますけれども、適切だろうか、地域通貨というような表記はなくてもいいんじゃないかというようなご意見ですけれども、事務局はどうお考えですか。

　横浜市の泉区などでも、地域通貨の取り組みのようなものが若干出てきておりまして、入れさせていただいたのですが。ただ、確かに全体的に、斉藤委員がおっしゃるように、全国的に見てもあまりまだ広がりを見せているものでもないのかもしれませんから、その部分はなくても通用するのかなとは私どもは考えております。

　それでは、地域通貨という特定するような言葉は省略いたしまして、ニュアンスは通じるというような、要するに地域活動＝ボランティア、無報酬というように考えなくてもいいんじゃないか、ということで表記の仕方を考えてみてください。

　それから、斉藤委員が２番目におっしゃいましたことですけれど。

　地域の課題、社会の課題を解決するために、今後は事業という手法を使って行うコミュニティビジネスやソーシャルビジネスの役割が非常に求められてくるということは明らかだと思います。この辺について、要素としてはあると思うのですが、この共助の中のどこにも表記されていないのです。視点①または【方向性②】にも関わってくる気がするのですけれども、そういった活動を支援、推進するという方向性が必要かなと思うのです。

　私、斉藤委員のご意見のやっぱり１番目と２番目は関連していて、地域通貨を活用するなど互酬性というものよりは、むしろ小さいある地域の中で回っていくビジネス、ソーシャルビジネスやコミュニティビジネスというほうを強調したほうが横浜においては現実的なんじゃないかというご意見だと思うんです。今、いろいろな議論がなされている状況なので、その議論を吸収しながらここでいろいろなものが書かれているわけですけれども、その中で、ベーシックに思想として語るべき部分と、それに関連して実際の活動が起きたけれど、うまくいかなかった等の経験とは踏まえて書いたほうがよい。この地域通貨に関しては、まだというよりは、むしろある部分は既に一度は去っていて、なぜ地域通貨がうまくいかないかということに関する知見もある程度蓄積されたのではないかと僕は思います。その地域通貨をあえてここで書くよりは、むしろ、ちゃんと回っていく仕組みや主体について書いたほうがいいのかなと思います。ただ、視点①はきっかけをつくるという視点になっているので、ソーシャルビジネスの話は、書こうと思うと、どうなのかなとは思います。

　最初にお話ししたように、共助をどう考えるかということがこの答申の最大のポイントです。だから、共助の領域のあるべき方向という最初の部分で、第１パラグラフはソーシャル・キャピタルを書き、第２パラグラフは町内会や自治会からウエートを少しソーシャル・キャピタルに移していくほうがいいだろうという思想が書かれているのですけれども、ここにソーシャルビジネスなんかも含む共助の領域のあり方というものを書いておくと、これ以降でそれが書きやすくなると思うのです。だから、ここは一番ポイントですし、もう少しベースの部分を強化して、今のような視点を入れていくことが必要かなと思います。

　書き方としてもいろいろな見解があるわけですよね。結局、これは横浜市のこれからの福祉社会をどうしていくかということを語っているわけでございまして、横浜市が今後向かっていく方向づけとして、できればより具体的な提案をしておきたいと考えますけれども、そういう意味で、今お話が出ましたように、地域をどんなふうに動かしていくか、躍動的な地域をどうつくっていくかということについて書こうとしているわけです。

　今のソーシャルビジネスの話は【方向性③】だろうなと思います。視点を１つでも増やして書き込んだほうが、つまり、今の「フローレンス」の話も、要するに病児保育というのは家庭内で行うことができなくなっている状況に対するサービスですよね。そういう部分が一番まず地域の中に必要なサービスだと思うので、ソーシャルビジネスという視点を出しておくというのがあるかなと思います。
　【方向性②】は、どちらかというと、思想的には中間支援のような話ですよね。

　そうですね。コミュニティビジネスとかソーシャルビジネスは、どちらかというとテーマ型ととらえがちだったんですけれども、例えば下和泉のＥバスのように、いわゆる自治会や地区社協などが母体となって拠点をつくったという事例も、ここ二、三年たくさん出てきています。そういう意味で、地縁、ここで言う志縁、両方ともかかってくるので、大江委員がおっしゃるように、【方向性③】の中でとらえていったほうがわかりやすいかもしれないですね。

　具体的に横浜にソーシャルビジネスの展開、その伸びしろというものがあるわけですか。具体例として成功しつつあり、横浜の将来のコミュニティの中で根づいていくというようなことならば、それは何の問題もありませんが、ただの紹介ではつまらないなかと。

　今、実は市民セクターよこはまとしての立場も私は持っていまして、経済観光局との事業でソーシャルビジネスの経営分析のヒアリングとノウハウ本をつくっている最中なんです。中野委員の「ワーカーズわくわく」さんも含めて出しているのですが、実は、いわゆる先進事例、成功事例と呼ばれるものは、５０を超えるぐらいあるのかと思っていたのですけれども、残念なことにどう頑張っても３０くらいしか出てこないのです。もちろん小さな組織で１００万円くらいの事業単位でやっているところはたくさん出てはいますが、ある程度の規模で人を雇用して事業としてちゃんと経済に寄与して成り立っているところは、実は３０くらいしか横浜の中ではありません。でも、まだまだ増えてくると思います。また、１００万円くらいの小さな組織が増えてくるのも、健全な増え方なのかなととらえてもいます。先ほどの多様な働き方というところにもかかってくると思いますけれども、あと１０年で３倍ぐらいになるなんて国は試算していますし、そういったとらえ方もできると思います。

　経営的に成功しているかと言われると、決してそうではなく、苦しい中でやっております。でも、地域に貢献できているという実感があって、お金としていただく価値以上の価値が毎日の活動の中で得られるから、大してもうかっていなくても、コミュニティビジネスですと言いたいのです。地域活動と言って、ただ時間とお金を提供し続けてきた過去の地域活動から、少し視点を変えただけで、お金は大して増えやしないんだけれども、能動的に関与して、まちがこんなによくなってきているというのを見続ける嬉しさや楽しさはありますので、コミュニティの課題解決をボランティアの手法でなくビジネスの手法で解決しようという取り組みとしては評価できると思います。

　そして、もしかしたら、これからは地縁活動と言われる町内会や自治会も、コミュニティビジネスだと思って取り組んだらもっと楽しく活性化できるかもしれない。逆にＮＰＯ側が、地域活動だと思って収入度外視した地域活動をしていくかもしれないので、先々この壁はあいまいになってきそうな気がしていますし、そのほうが健全な地域だなと思われます。目線を変えるというんでしょうか、同じことをしていても、どういう位置づけでやっているかによって、例えば若い方々も、コミュニティビジネスととらえるとお役目でお祭りのテントを立てに行くのとは違い、喜びを持ってまちの役に立てていくと思われます。私は収益どうこうよりも、取り組み姿勢という意味でソーシャルビジネス、コミュニティビジネスと表現したいと思います。

　要するに、持続可能な福祉社会をつくっていく、その方法論の１つとして、コミュニティビジネスというような参加の仕方もある。

　はい。そして、もしかしたら地域活動はデパート方式だったかもしれないのですが、ＮＰＯなんかは専門店方式で、地域の何でもは解決できないけれども、このことだけだったら私たちＮＰＯがやりますという専門店方式で地域の中で動いているかもしれない、そしてそれが連携したら持続可能になっていく、お役目として出ていくだけではない喜びが付加することで持続が可能になるし、いろいろな世代の方々に声をかけられるという可能性を秘めていると思います。

　この報告書は非常に理詰めで書いてあるんですね。だけど、今、中野委員がおっしゃるような、その底辺に流れる、そういう思想的なところを何かうまく含められませんかしら。これはなかなか難しいんですよね。

　共助とは何かというのがこのテーマなんです。そして、その共助のありか方について、今、中野委員はお考えをお話しになったわけです。共助についてここでちゃんと考えるんだということを、橋本委員が横浜らしいまとめはないのかとおっしゃっった８ページのまとめ部分に、書き込んでもいいのではと思います。その上で、それを受ける「共助の領域のあるべき方向性」に今のご意見をいれていくのがいいと思います。私は中野委員のおっしゃっていることはそれぞれとてもよくわかるつもりでいるんですが、決して地域社会組織は旧来のものが百貨店で、中野委員たちがやっていらっしゃるのが専門店という比喩はあまり適切じゃないんじゃないか、実は百貨店、つまりどこの場面でも同じ方が出かけて見えて何でもする、というわけじゃないんですよね。

具体のニーズに届くサービスというものを地域社会の中につくっていくというミッションを持ったものがあって、それは時には地域社会組織と融合しながらやっていかなきゃいけない部分もありますし、むしろ地域社会組織がそういう個別のサービス提供主体を生かしていくようなマネジメントをしていかなくてはいけないと思いますが、それは融合するということでは必ずしもなくて、それぞれの役割を明確にして、特に地域社会組織がその役割を変えていくということなんだろうと思うのです。

　やはりコミュニティビジネス、ソーシャルビジネスというのは、第一にビジネスですから、そこから類推しますと、やはり横浜市の中の生活保護が非常に受給率の高い地域、コミュニティが崩壊していたり、非常に治安が悪い、あるいはアクセスが非常によくない地域だったり、そういったいわゆる公助の福祉需要が非常に高いところに効果的にアプローチできる領域じゃないかなという予見を持っておりました。この共助にそれを強調するのはちょっと違和感があるなと感じていた次第です。
　これから１０年、２０年というタイムスパンの中でどういうふうに地域における持続可能な、広義の福祉の担い手を育てていくかについては、市民生活白書のときの理論でもありました。特定の階層が常に被保護的な立場にあるのではなく、多くの人がそういうリスクを常に抱えていると思います。仮に高齢者で年金があったとしても、配偶者と死別して、十分に自分の生活が成り立たなくなったときに、それは途端に転落してしまう可能性だってないとは言えない。そういうリスクを抱えている社会に対して、どういうふうに、どういう主体が新たなサービスを提供していくことが必要なのか考えて、現状、見えているニーズとしては確かに被保護的な領域の人々が多い地域、あるいはそういう階層そのものがあるかもしれません。しかし、ここは階層的な形で対象を絞るのではなくて、やはり地域という単位の中でその対象を考えることが必要ではないかと思います。

　ありがとうございました。

　今、議論しております共助のところですけれども、書き方につきまして、いろいろご意見がございました。具体的にはコミュニティビジネスについてどのように書き込んでいくかとか、いろいろなアプローチの仕方があることを書き込んでいこうとか、様々なご意見が出ておりますので、この辺は事務局で整理をしていただくことはできますか。

　私が今、議論を聞かせていただきまして、イメージできているところは、まず（２）「共助の領域のあるべき方向性」の部分で、コミュニティビジネス、ソーシャルビジネスの関係については加えていったらどうかということが一つ。
　また、今、斉藤委員と大江委員からいただいた中では、【方向性③】で１項目を立てながら整理するという方法が一つあるのかなとは考えておりますけれども。

　書き方として、先にソーシャルビジネスありき、コミュニティビジネスありきではなく、市民の安定した社会のためにそれらも必要になってくる、ということですね。

　つまり、どうすればソーシャル・キャピタルが充実するかという問題ですよね。それを書こうとすると、今のソーシャルビジネスもその射程に入ってくるということになるのではないかと思うんです。

　ソーシャルビジネス、コミュニティビジネスというのは、やはり公助の補完という形でその存在があるものであって、別に区分する必要もないのではないかと私は思います。

　これは、最初に共助について議論されたように、共助概念というものをどのように新たにつくるかというところにポイントがあって、そこに多少踏み込まないと、この報告の意義が薄れてしまう。

私はよくまとめてあると思いますけれども、２番目の共助概念。
　確かに、私どもが議論してきたことを踏まえながらよくまとめてくださっていると私も思いますけれども、より市長さんにお伝えするときにわかりやすく、そしてこれが施策に反映されていくときに正しく伝わるようにと考えたらば、考え方をもう少しきちんと整理しておいたほうがよかろうということは言えるだろうと思います。矢野委員がおっしゃるように、従来の公助中心であったことを考えると、公助で十分じゃないところをコミュニティビジネスで賄っていく。実は私は、今のマンションに住んで８年たつんですけれども、８年の間の高齢化というのはすごいです。随分亡くなられましたし、よくデイサービスのお迎えやマッサージが来ますし、いろいろなことをしています。今日、自分の家を出てくるときに、ワタミの宅配も来ていました。

　これを公的なサービスの補完ととるのか、もしくはもう公的サービスを充実するには限界があるので盛んに共助を強調するのか、私は後者と思わなくもないのですけれども。要するに、国でやることはもうここで限界が来ているから、あとは地域のみんなで、自分で頑張ってください、そのワタミのなんていうのは自分で頑張れというほうだと思うのですが、地域で支え合ってくださいということを盛んに言うわけです。その辺の発想は、まだ混沌としているので、ある程度整理しておく、逆に言うと現在の状況を踏まえながら、底辺に置きながら整理していく必要もあるのかなという気はいたします。

　それではこの辺は、事務局のほうで整理をし直した上でまた皆さんのご意見をいただくということにしたいと思います。

　他のことですけれど、１２ページ【方向性①】の囲みの中です。「郷土愛をもった市民が」ということが出てくるんですけれども、意図するところはわからなくはないんですが、つまり、これも共助もともとの概念というものがそこに影響するということなので、共助といったときに、伝統的な共助概念に根ざしたさまざまな概念が出てこざるを得ないと思います。横浜に６０年代、７０年代に入ってきた人たちが、その人たちの出身に対する郷土愛と同じような郷土愛を横浜に持つかというと、それは違いますよね。横浜に長く住んでいるんだから郷土愛があるでしょうと言われても、何かそこに違和感があるんです。そこを何かもう少し別の表現ができないかなと。つまり郷土愛という言葉が、そこに住んでいるんだから、そこを愛せよという愛国心、他から与えられる愛国心のような、そういうものと共通した感じがするのです。これをもし市民が読んだら、何かためらいとか、逡巡があったりするような感じがします。

　私もまさに６０年代の半ばに高度成長期に移ってきているのですが、横浜市に対して愛する気持ちはいっぱいあるんです。保守的な郷土愛と違うけれども、横浜市を愛する気持ちというのは間違いなくあるんですね。それを郷土愛じゃなくて、違う言葉に置き換えるとしたら、何でしょう。

　私も途中から来たんですが、でも、今いるまちが好きです。それは何かといったら、やっぱり景色とか、行き交う人々とか、何となく目の前にあるなじみのある土地への愛着があるんですけれど。

　以前、国家官僚と話をしたことがあって、自治体の公務員に、究極には何が残るかというと、それは郷土愛だというのを思い出しました。郷土愛というのはマイケル・サンデル流のコミュニタリアンで言えば、郷土が美しい、つまり自分が存在していることの証明として誇りを持ち、規範を持つ、プラス美しさも持つ、そういう考え方だと思います。地域への愛着とか、コミュニティへの貢献とか、表記は変えても構わないと思います。

　それでは、次に１５ページの（３）「公助の領域のあるべき方向性」について、ご説明をお願いいたします。

　【事務局より説明】
　ご意見はございますでしょうか。公助は今までやってきましたし、何をしなきゃいけないか、はっきりしていますから、わりあいに書き方はわかりやすいですよね。共助など概念が決まっていないところを書いていくことは難しいけれど、基本的に公助はどの段落でも非常に重要なものであるということは間違いないと思いますが、いかがでしょうか。

　共助領域に対する支援という観点があまり明確に出ていない感じがするんです。そこは、つまり、新しい公共と協働という話は、今まで公共領域であると考えられていたものが、共領域に移る部分もあれば、新たなニーズに対して共領域でこたえることに対して公がそれを支援するということもあるでしょう。いずれにしても、直接的な公によるサービス提供をめぐって、もちろん必要なものはやらなければならないのですけれど、ただ拡大するのではなく、新たに出てくるものに対して別のサービス供給主体を充てながら、それに対して後方支援を行うのが、多分、この新しい公共をめぐる議論の１つのポイントだと思うんです。

　そのとおりですね。そのことは１５ページ下のその前段のあたりに書き込みますか。

　ほんとうは、【方向性①】や【方向性②】に無理やり入れるよりは【方向性③】というのをつくったほうがいいと思うんですけれども。

　そうですね、私もこの点は重要な視点だと思います。おそらく先ほど大江委員がおっしゃった自助・公助・共助の分け方がやや本意ではないというのが、多分この辺なのかなという気がしています。今の話も、共助のようなとらえ方もできるのかもしれないのですけれど、この新しい公共という概念の中でこの３番の中に入れていくということには私も同じような考えです。

　そういう方向でまとめるとすると、最後に【方向性③】として書き込むとして、そこに書き込んでいくことを少し羅列的に、キーワードでも何でもいいんですけれども、挙げるとするとどういうことになりますか。

　それは多分、共助又は自助のところにどう書くか、そことの対応関係だと思うんです。

　今と違う意見なんですが、公助については従来の福祉制度が大きく存在しておりますけれども、時代の流れの中で貧困率が高まり、その乖離ができている。先ほど２０歳代の問題が出てきましたよね。子どもの問題で言えば、私は東京都社会福祉事業団の役員もやっているので、養護施設は８０％ぐらいが、親の暴力でどうしようもなくて養護施設に入ってきているのですが、その養護施設の予算はほんとうに貧弱です。そういった現代が引き起こすドメスティックバイオレンス、高齢者の虐待、それから生活保護の問題とかに対してのセーフティーネットについて、やはりしっかりと公助の原則を、揺るがないということを、一文加えてくれると非常に厚みが出るんじゃないかなという感じがするんです。

　矢野委員が今おっしゃったことは、まさにこの公助のあるべき方向性、１５ページに１０行ぐらいございますけれども、この中に、どんな時代になっても公助の役割は非常に重要なものなのだということをしっかり書き込んでおかなければなりませんね。

　おっしゃることもわかるんですけれども、例えば児童養護施設の問題でいうと、今、やっぱり施設養護から家庭的養護へという形で、里親人材も市民セクターでやっていらっしゃいます。ただ、それは受け皿が非常に乏しく、うまくいっていないこともあると思いますけれども、川崎なんかは結構積極的にやっていたりします。また、どういうふうに虐待された子供たちを育てていくのかというときに、公の役割は確かに揺るがないのですけれども、それが即、児童養護施設というわけではない。それをもし家庭的養護と持っていくと、それはやっぱりある程度、共助の世界に入っていくわけです。それから、今の精神病院の精神障害者が地域に出ていくことに関しても、これは施設的な管理下に置いていたものが地域に出ていく、地域という共の世界に入っていくというわけですから、公助そのものが共助の世界に入っていかざるを得ない。そのほうが１人１人の当事者にとっての利益が大きいという思想がずっと今、広がってきていて、全般的にその方向にあるわけです。だから、そこのところを書かないと、公助は揺るがないということだけを書いても、僕は仕方がないと思います。むしろその揺るがないという中に共助が大事という方向性があるんだということをしっかり書かないと、方向性を僕は間違えると思う。

　施設がその受け皿という意味で言っているのではなくて、児童虐待や高齢者虐待という問題があり、それに対して保護する、１００％保護をする、今まで不十分であったのをさらに強化するという姿勢を示すということです。それは結果的に施設に行くかもしれないし、先生がおっしゃるように地域に行くかもしれない、しかしその前段として保護があり、そしてそれを裁量する行政があり、その保護をし、裁量する行政が揺るがないという形を示していくということが大事だということです。

　制度論として公の責任というのは、これは絶対に免れない。ただ、だからといって、例えば児童養護施設を市がやらなきゃいけないということでは全くない。それは民間の社会福祉法人だとか、今、入所型の施設は、自治体や社会福祉法人でなきゃだめだと思いますけれども、方法論として、里親ですとか、仕送りだとか、いろいろな制度があるわけですから、それを公的な機関がやらなきゃいけないということではないので、方法論としてはいろいろな方法があると思いますけれども、矢野委員がおっしゃっているのは、公的に人権を保障する、基本的な生活を保障するということはやっぱり公的な役割じゃないかということを矢野委員はおっしゃっているんだろうと思います。

　それは当然で、その中で公助というのは、要するにどういうふうに公的主体がサービスを行うかというのが公助ですよね。だから、その公的主体の役割とか責任とかは、それは当然あるわけですけれども、それはどういう形でサービスにという形にしていくかというのが公助領域のあるべき方向性なわけだから、これはそのあるべき方向性として、書いたほうがいいと思うんです。
　その前段として、このごろ社会保険も共助だという意見があるわけですから、制度論としてやはり公的な責任は免れないけれども、方法論として展開していくときにはいろいろな方法があるんだということで書いていくというのはいかがでしょうか。そういう書き方ならば、大江委員もご了解いただけますか。

　基本的に僕は、要するに共領域にたいして公領域がかかるのかという点についての方向性を入れるべきであるということを申し上げているだけでありまして、それ以上でもそれ以下でもないわけです。

　わかりました。では、その辺も整理の仕方を工夫していただきたいと思います。

　それでは、最後の１９ページ「２０２５年への提言」についてご説明いただきたいと思います。

【事務局より説明】
　ありがとうございました。

　ここのところは結論で、非常に重要なところなんですけれども、何かご意見がございましたら、どうぞ局長や課長もご自由にお願いします。

　さっきの大江委員のお話に近いかもしれないのですけれども、自助・公助・共助の今後のあり方はどうするべきなんて、その自助・共助・公助の中でそれぞれ考えるよりは、公助の核というのは、守らなければいけないというところがもちろんあると思います。けれど、公助からだんだん共助に一部は移って移行していくべきというのは明らかと思います。いろいろなお話が出ていますが、じゃあ、そこに財政的な支援はどうすればいいのかということは、ここにはあまり書かれていないと思います。

　つまり今までは、共助というのはとにかく地域で何とかお願いします、やってください、あんまり行政は金を出しません、そういうことでいいんだろうかということがあると思います。ここで最初定義しかかっていた共助はインフォーマルなというのは、そういうことがあらわれているのではないかと思うのです。だけど、今後は公助の部分も共助に移行していくとなると、財政的な支援が必要なのではと思います。あるいはやっぱり財政的支援は要らないのか、あくまで地域住民の人たちの力によってやっていってもらうというのが正しい方向なのか、その辺は非常に行政としても悩むところです。
　例えば敬老パスは、今８０億円ぐらいの市費を使っているわけですけれども、あれは公助になるのでしょうか。公助の部分はサービスの提供方法を見直すことも必要になると書いてあるわけですけれども、そうじゃなくて、子ども手当もその典型かもしれませんが、お金を共助のほうに振り向けて使ってもいいのではないかとか考えていくと、いろいろあるんじゃないかと思うんです。
　お金の使い方として、どういう方向にシフトしていけばいいのか、ここでは自助・公助・共助の３つある中で、やっぱり行政の支援の方向も公助から共助のほうにシフトをしていくべきであり、かつ、お金もそっちに回していくべきとか、その辺のことはどういうふうに考えたらいいのかと思います。敬老パスの制度自体をどうするという話はここではできないと思いますので、それは期待していませんけれども、考え方としてですね。例えば考え方をここでまとめていただいて、この基本的な考え方に沿って行政施策を進めていくとなれば、じゃあ、敬老パスはどういう方向で考えていったらいいのか、ということにつながると思うんです。あるいは保育園の保育行政をどういうふうにしていったらいいかということにつながると思うんです。

　具体的な制度の議論をしていただきたいんじゃなくて、公助・自助・共助の関係とお金の出し方、それにもう少し踏み込んでもらえてもよかったのかなという気がします。共助が大事だよといって、じゃあ、どのぐらい行政は支援すればいいのかということです。

　ずっと行政に支援していただきながら、どうにか転ばずにきているＮＰＯを運営しています。何がありがたかったかというと、あまり思考がまとまらない、現場に近過ぎて自分を把握できないときに、客観的に見てくれる存在も嬉しかった。そして、そういう私たちのもやもやした考えをまとめると、スタートラインで助成金や委託金をいただけて、スタートが切れたということもすごくありがたかった。共助を強めるときの起爆剤として公が力をかしてくださって、ある程度の独自性の中で共助の部分にスタートの力を出してくださることはありがたいと思います。あとは、自分力を高めていただくのは当然だけれども、自堕落な人もいるし、自分はどうでもいいと思っている人もいる。そういうときに、常識としてそれってないよねという大枠を連絡してくださる。そういうこともありがたい。何もかも、つまり自助努力も何もしないのに、後で全部お任せとやってくるような市民にまでしりぬぐいを公がする必要はないと思うし、公の力は、職員の力もお金の力も大きいので、自分たちが手を下さなくてもいいけれども、方向性や、他都市ではこんなことが始まっているというようなことも情報がいただけたらありがたいと思います。

　今回の審議会は、高齢化社会の非常に逼迫した要因がいろいろある中で、どのような施策や将来のビジョンが描けるか、可能性があるかという諮問のもとで我々は審議したと思います。この課題につき具体的に政策についてあり方を審議してくださいと具体的な政策論いうことであれば、それはまたその別のバージョンになっていくと思います。それはそういう場の設定を行政が効果的にしていただければ、それはそれでつながっていく課題なのではないかなと思います。

　今日は２月３日の会議のためにこの報告書がどのようにまとめられるかというような議論なのかなと思っていたので、まあまあこの内容で議論してきたなと思いました。

　ですので、先ほどの郷土愛なども、矢野委員のお話の中で、郷土愛を持っていれば、横浜市から出ることなくとどまってくれて、若い世代が活動してくれるんじゃないかというお話が何回目かの中に出てきたので、きっとあそこでは郷土愛を使ったのだろうと私は思っていました。それに当たって、横浜市には地域ケアプラザというものがあって、そこでうまく共助を活性化できればという議論の中で、地域ケアプラザというのは、格差がとてもありますよね。このあたりがうまく同じレベルまで持ち上がってくれれば、地域も大分活性化されていくと思うのです。今は、例えば家族の会で電話相談をしていて、地域包括支援センターをご紹介するんですけれども、あるところはよく相談に乗ってくれたというのですが、あるところは何もわからないからとクレームをいただくわけです。全く標準化されていない。このあたり、あるものを標準化することろで、うまくお金や意思、それから指示が入っていくとありがたいなと感じています。また、５分も歩かないところにあったとしても、ケアプラザの存在を知らない人もたくさんいます。これをわかっていただいて、そのあたりからまず動き始めていかないと、共助というところで行政がかかわって地域を活性化することは、なかなか難しい。例えば市民セクターのようによくやっているところであれば、その地域はとても活性化されるけれども、指定管理者を受けたにしても、地域のことを全く知らないような東京都や横須賀市からの人などで職員だけを急激に集めて、どうにか動かしているような地域では、とても地域が活性化されてはいかない。そういったところの、監視や教育のあたりをうまくやっていただけると、大分、共助も動き始めるし、またそれによって自助、すなわり自分のことは自分でやっていこうという気持ちも生まれてくるんじゃないかなと、一市民としては感じています。

　先ほどの、どう財政的な配分、といいますかお金の流し方を変えていくかということに関しては、これまで地方公共団体は国の制度に基づいて行われるものを若干上乗せするとか、制度的な支柱があるものに寄り添って施策展開を行っていくということで、要するに自分自身で責任をとるという場面があまり多くなかったのではないかと思います。それは福祉に限らず他の分野でもそうだと思うのですが、そこをみずからある種のリスクを負ってお金の使い方を決めていくという場面になってきたということだと思うので、それはかなりトライ・アンド・エラーが必要じゃないかと思うのです。
　これがまず１つの前提なのですが、その中で、これまでも少しずつやってきて、例えば、「市民セクターよこはま」にある程度のお金を渡して、個々のＮＰＯ等々の事業主体を中間的に支援するというようなこともやってこられたし、そういった形で具体的に地域の中で足りないところに対して、ニーズを見つけてサービスを行っていくという主体に対して、直接ではない間接に支援を行うことが、その人たちの活動を通してそこにまた別のお金が流れ込んだり、ボランタリーな力がそこに入り込んだりという、そのお金を投じた以上の効果がそこにあらわれるというのが、多分「共」に対する支援の基本だと思います。そういうところが一体どこにあるかということは、自分で探していかなきゃいけない。そして時には失敗、時には成功になるので、それを例えば３年ぐらいの期間の中で評価して、やるべき事業を決めたり、また新たなところを探したりということをやっていくということではないかなと思います。

　僕はそういうものにも、この答申が最初の方向性を示すものだと思っているので、そういう施策のイメージがいたるところに入っているわけですよね。その中で、これを実際にやったときに、うまくいきそうなものもあると思うのですが、一方でこれはほんとうにそうできるのだろうかというものも入っていたので、最初のほうにかなりしつこくお話をしました。それも含めて、やってみて、評価する。これを繰り返しながら、１０年ぐらいかけて必要なところに必要なお金が届くような共領域を支援し、育てることにつなげていく姿勢を持つことが、大事なんじゃないかなと思います。

　それと、僕は何となく行政パターナリズム論に立っていて、行政にお願いすればうまくいくという時代ではもうない。そこを脱しないと豊かにはならないと僕は思うんです。それは当然、失敗もある。だから、決められた水準に到達することから見れば、全然だめなこともあるじゃないかと非難もされるかもしれないけれども、そこを通らないと、いつまでたってもだれかに頼って、一定の水準のサービスをくれ、ということにしかならない。

　それは、実は公的主体はその水準のサービスをあげられない状況になっていることが１つの出発点なわけです。そういう形で、もちろんいろいろな支援をして、地域ケアプラザがちゃんと動くことは必要です。僕は研究室で地域ケアプラザ全数調査というのをやりましたから、地域ケアプラザの実態はよく把握しているつもりです。前もここで発言しましたけれども、地域ケアプラザで困っているのは、１つは地域コーディネーターの人たちが非常に孤立しているということです。その人たちの相互の意見交換の場をつくって、そして悩みを話し合ったり、いい事例を学び合ったりということをしていくと、彼らは力をつけていくわけです。そういう支援も必要なのです。だから、地域ケアプラザという仕組みをつくって地域コーディネーターを置いたから、それでおしまいなんじゃなくて、その人たちがほんとうに活動していけるような支援というものをしていく必要がある。そういうところにお金を使っていくことが大事なことだと思います。

　今回は横浜市における２０２５年を目指して福祉社会というものをどんなふうに構築していくかということを議論した。でも、抜けている部分がいっぱいあるわけです。局長さんからご指摘がありましたこともそうですけれども、それはわずかな期間で方向づけをあらあら行ったということでございまして、そして、２月３日に社会福祉審議会の総会が予定されておりまして、そこでこの議論の結果を報告する。そうすると、何でも完璧なものなんてできませんから、今日お話がございましたものを修正していただいて、もう一遍集まるということは日程的に難しいと思いますので、事務局できょうの議論をもう一遍練り直して、できるだけ早急に新しく改訂した案、最終案を皆様にお届けいただきたい。それに対して、事務局にぜひいろいろなご意見を、より具体的に出してください。事務局に集めていただき、修正して、私も事務局の相談に乗りたいと思いますけれども、最終的にまとめ上げた上で２月３日に私ども委員会の案として提出することにしたいと思いますので、よろしくお願いいたします。
　最後に、局長からごあいさついただきたいと思います。
　長時間にわたってありがとうございました。

　最初に申し上げたかもしれませんけれども、財政状況の話をさせていただくと、一時期、飛鳥田市政の時代から始まって、細郷市政、高秀市政、この間、ずっと市税が平均すると毎年３００億円ずつ増えていたんです。それはもちろん人口は増える一方で、また景気とも重なっているわけですけれども。ずっとそういう状況が２０年ぐらい続いているんです。今はもうこういう時代になってしまって、こういう時代も１０年以上続いているわけですが、福祉関係の予算が減っているかというと、むしろ増え続ている。その一方で、他局の予算がだんだん削られていく。じゃあ、福祉はそれだけ充実したことをやっているのかというと、先ほどのお話じゃないですけれども、国のいろいろな制度が中心で、生活保護にしても何でも、もう出さざるを得ないという部分がどんどん膨らんできて、裁量で使える分野は限られてしまっているのです。けれど、その中で、やりたいことも、やらなきゃいけないこともある。けれどもお金がない。こういう中で今後どのように行政運営を考えていったらいいんだろうか、そこが出発点でいろいろ議論していただきました。もちろん、お金の使い方は行政が決めるわけですから、その一々の政策についてご議論いただくというつもりはありません。ただ、お金がないから単に予算を減らしていけばいいというものではなくて、哲学が必要だと思うのです。どういう部分にお金を使って、どういう部分は自分たちでやってもらうか、あるいは民間事業者にやっていただくか、そのあたりの頭の整理をするためにも、先生方からいろいろ意見を出していただいて、その基本的な考え方のようなものをまとめていただければありがたいなと。

　でき上がったものは非常に満足しています。期待した以上のことがまとめられていますし、これは単に事務局がまとめたというだけではなく、先生方の意見をいろいろ聞いて、こういう結果になったと思いますので、ほんとうに感謝をしています。あとは、どういうふうにこれを利用していくかということは私たち行政の問題だと思うんです。ただ、１つだけもうちょっとこれに触れていただきたかったなというのが、行政は共助に一体どのぐらいお金の面で支援していったらいいんだろうということでした。ただ、意見を聞いて、それは行政がやりながら考えるしかない、と思いました。全体的にはほんとうによくまとめていただいて、私たちも行政もこれを１つの考え方の土台にしてこれからやっていきたいと思います。

もう１つ、最初に橋本委員が横浜らしさというのがあればとおっしゃっていましたが、これは書き方だと思うんです。横浜の特長を挙げればいろいろあると思いますが、さっき言いましたように、一時期は人口が急激に増えた、財政的にも毎年３００億円ずつ増えた、これは他都市にはなかったことじゃないかと思います。今は違ってしまっていますけれども、あるいは人口は一時期、５年で総入れかえという勘定になるほど転入と転出が非常に激しかったり、これは以前から言われていることですけれども、昼夜間人口の問題で大都市の中でも横浜は夜間人口が多かったり、特徴を挙げれば幾つもあるんです。そういう特徴をとらえて、考え方の中にそれをどうやって折り込んでいけるかということで、メリハリがついてくるかなと思います。その特徴を入れないと、先ほどおっしゃった、どこの都市でも同じようなことになってしまいますので、ある程度、それを入れて書いていけばメリハリができるかなと思います。

　新市民が多く、そのわりには、他都市に比べると自治会町内会の組織率は高いんです。市民力ということをよく言っていますけれども、私は市民力がすごくあると思います。横浜で郷土愛なんていう言い方はどうかと私も思います。愛着は非常にありますから、何か例えばボランティアポイントの事業というものを去年始めて、あっという間に目標の２,０００人に達してしまい、今度は４,０００人を目標にといったら、それもクリアしそうな勢いです。そういう活動を担ってくれる人は横浜にはたくさんいますし、そういう意味では市民力は高いと思います。そういう力を生かしていくことは、やはり横浜の１つの特徴として書き込んでいけると思います。だから、ある程度こういうことを折り込んでまとめていけば、もう少し横浜らしさが出てくるかもしれないと思っております。
　いずれにしても、４回にわたって、ありがとうございました。これで終わりではなく、今後もまた機会がありましたらいろいろお力添えをいただきたいと思いますので、よろしくお願いしたいと思います。

　どうもありがとうございました。

いろいろな立場の委員がお集まりくださいましたから、私はわりあいに深い議論ができたんじゃないか、だけど、先ほど局長がおっしゃっておられますように、財政的に市がどこまで引き受けるべきなのかという議論は確かに抜けている。それは審議会でやったとしても、簡単にできるような議論ではないので、課題として残しておかざるを得ないだろうと思います。あとは、先ほどお願いしましたように、事務局に早急に作業していただきまして、また皆様のところに意見を求めるように戻ってまいりますから、どうぞ、その際には事務局に率直なご意見をお伝えいただきたい。そのことによってまた膨らんだものになるだろうと思いますので、ご協力のほど、よろしくお願い申し上げたいと思います。

　ほんとうに４回にわたる委員会、ありがとうございました。

　ありがとうございました。

　それでは、４回の議論を終わらせていただきまして、これをもって本日の第４回分科会を閉会とさせていただきます。どうもありがとうございました。

――　了　――
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